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Abstract

BasedontheassumptionofthelinearrelationbetweenarrivaltimesofPandSwaves,

T0-T[f'sarestudied,whereToistheorigintimereportedintheSeismologicalBulletin●●●

ofJMAandT欝istheonedeterminedfromtherelationbetweenTnandTo.

Tn-T許dependsonthefocaldepthand守,/∇Thesefeaturesareexplainedasthe

natureofstandardtraveltimecurves.Ontheotherhand,thelinearrelationbetween

TpandTsseemstobeameerapproximateone,sothatTfwouldnotbeatrueorigin●●

time.Therefore,itisdi用culttodiscussTn-T許asaphysicalquantity.

1.二種類の方法で決定された発震時とそれらの差

地震の発生した時刻-発震時-を決める方法には二種類ある｡ひとつは,震源を点とみて,

観測されたP波･S波の到達時刻をもっともよく満足するように選んだ標準走時曲線から決める

方法であり,ひとつは,P波とS波の到達時刻の関係を使って決める方法である｡

P波とS波の到達時刻の関係としては線型で表わされる関係が知られている｡これは経験的に

得られた近似的関係であるが,これを観測事実として出発点としよう｡

いま,P波の到達時刻をTP,S波のそれをTsとして,P波とS波の到達時刻の関係から決め

た発震時をT首,標準走時曲線から得た発震時をToとすると,線型関係という仮定から次のふ

たっの関係が成り立つ｡

T-T-xs-1-p-α(Tp-T苔)

Ts-T｡-α(T,-Tn)+β

ただし,α,βは常数である｡

したがって,ふたつの方法によって得られる発震時の差は

To-T苦-β/α

また,この発展時の差の誤差は

lォ(To-T苔)J-〔l∂β+β/α)∂αf]/α

用いるデータは,千葉県南沖から北海道東方沖にかけての太平洋側で1961-1967年に起き

た震源の深さ160km以浅の地震127個で,Kakuta(1969)のRegionIの地震を若干補足した
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ものである｡

To　として気象庁が地震月報に発表したものを用いると, 127個の地震について計算された発

量信
Fig. 1. Frequency distribution of To-T欝's

for earthquakes occurred m the re-

gion from the south coast ofChiba

Prefecture through the east coast of

Hokkaido.

震時の差の誤差の絶対値は,約6割が0.8sec以

下で,約9割が二1.5sec以下であった｡この結果
鯵

より,この領域に起こる地震の発震時の差の誤差

を± 1.5sec以下として十分と考えられるので,
I

誤差がこの範囲におさまるデータのみを使用する
一

ことにする　Fig.1には,これら114個の地震に

ついて計算された　To-T苦　の頻度分布を示した

が,その特徴は,最大頻度が-5--3sec　にあ

りをがらも,値が　-10-+17sec　のかなり広い

範囲にわたって分布していることである.

2.ToとT苛に差を生じる原因

To-T苦に影響をおよぼす可能性のあるものとして,まず,地震の規模Mが考えられる

〔Yoshiyama(1949,1953)〕｡いま,深さHに中心をもつ半径rの球面から地震波が放射されると

すると

H-r

To-T*-¥dz/vp(z)--r/VP

H

ただし　vp(z)は深さZにおけるP波の

速度でV-pはその平均である｡ rが余震

域の平均半径に等しいとして,余震域と

Mとの関係〔宇津･関(1955)〕を利用

すると, M≦7ではTn-T苦　のMによ

る変化はきわめて小さいことがわかる｡

実際のデータでは非常にばらつきが大き

いし,また,これではTo-T苛>0とな

ることは説明できをい｡

To-TS　を震源の深さHの関数として

とり(Fig. 2),これが震源の深さ決定の

誤差で説明できるものかどうかを検討し

てみよう｡
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Fig*.2. T0-Tjf as afunction of focal depth. The

ranges which are possible to be interpreted as

errors of focal depth determinations are

shown by solid and broken lines.

従来,気象庁の発表する震源の深さの精度は　120km以浅の地震について±20km, 120-

400kmの深さでは±40kmといわれてきた　Fig.2には,これらを震源の深さ決定の精度と

したときに予想される　To-T苦　の変動範囲を示した｡この曲線を導くには,例えば真の深さが

20kmである場合に,真の発震時はT昔で与えられるとし,深さ0kmおよび40kmの標準定

時曲線を震央距離』で20kmの標準走時曲線と一致させたときに得られるToが,深さ20km
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についてのToの最大値および最小値を与えるというふうに考えている　Fig.2において,正の

側と負の側の線にはさまれた部分が震源の深さ決定の誤差によって説明される部分であるが,こ

れらの線の外側にはみ出すデータは5割近くにもおよんでいる｡真の発震時をT苦からずれたと

ころに考えると,震源の深さ決定の誤差で説明されるデータの比率は少し大きく覆る｡しかし,

Fig.2　には,震源が浅い場合にはTo-T苛>0とをるデータがか怒りの割合を占めるのに,深い

場合には少く覆って　To-T苦が深さと
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Fig. 3. To-T許as afunction of守p/∇S･

ともに減少するようを傾向がみえている.

To-T苦を守｡/守Sの関数としてとって

みよう(Fig.3)｡ただし守,/守,-1+α占

Fig.3では, To-T苔はV守Sの増加と

ともに減少している｡これには震源の深

さの影響も考えられるが,深さ別の関係

をとっても傾向は同じである｡

気象庁の震源決定は守>/vs≒J官とし

て第ゼロ近似の発展時をもとめることか

ら始まる〔気象庁地震課(1963)〕｡もし,

この第ゼロ近似の発震時が最終結果に大きく影響するとすれば,守,/守;-V3を境に,守>/v3がこ

れより小さければTn-T苔は正に,大きければ負に怒る｡標準定時曲線を使う方法では,純理論

的には,第ゼロ近似の影響は残ら覆いはずであるが,データのばらつきを考えればどうであろう

か.しかしながら,気象庁地震課(1963)によれば,震源の深さを変えたり,繰返し計算をおこ

なうと発震時はかなり大きく変化しており,この可能性は否定的である｡

残る可能性は標準定時曲線自体の問題である｡気象庁が標準走時として現在用いているのは,

P波については和達･鷺坂･益田,S波に

ついては鷺坂･竹花の走時表であるが,こ

れらの定時表を組合わせるとFig.4に示さ

れたようをT-T関係が得られる.ただ

し,縦軸はTs-aT,-bでa-1.83,b-

(Ts)J-300km--a(Tp)j=300kmである｡また,

Tp-0を切る点が標準定時曲線から決まる

発震時Toである｡

Fig.4のうえに観測されたT-TJ-sJ-1>関係

を重ねてみれば,Fig.1,2および3に現

われた特徴の定性的をことは一目瞭然であ

る｡まず,標準走時についてのTs-TO閑

係がT-20-50secで大きく折れまがっ

ていることからTo-T苔が負に覆ること,

またTD>20-50secの部分に線型関係

を仮定して決めた発震時とToとの差が,
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Fig.4.Ts--^<TPrelationsforWadachi-Sagisaka-

MasudaandSagisaka-Takehanatravel●

timetables.TheordinateisTs-aTp-b,

wherea-1.83andb-(Ts)i=300km-

a(Tp)
p/J=300km*

震源の深さの増加につれてTn-T苛>Oと覆る確率は

小さく怒り,同時に　Tn-T苛が減少していくことが説明される｡さらに,標準定時の　T-T
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を観測されたTs-Tpと比較することによって,守p/W増加とともにT｡-T拍鮎少してい(
～

ことも明らかである.,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も､1
'咋

3.む　　　す　　　び

前節で　T-T　関係として線型関係を仮定したとき, To　は定時曲線の形によって大きく影

響されることをみた｡このことは逆に言えば,真の発震時がToで与えられるものであるときに

は　T-Tが線型というのは単をる近似であって発震時を与えうる性質のもの.では覆いという
ことを意味している｡和達･鷺坂･益田,鷺坂･竹花の定時表のもとづく地震波の速度分布は現

在の知識からみるとか怒りの修正を要することがわかっているし,また　vp/vsが深さによって

変化するらしい〔Yoshiyama (1957), Kakuta (1969)〕ことから,実際には,標準走時曲線の不

適当さとT8-Tnの線型関係が近似にすぎをいことのふたつが重ね合わさっているものと思われ

る｡したがって,応力･温度をどの状態変化による走時曲線-の影響や震源体積が無視できると

すれば,真の発震時は正しい速度分布にもとづく走時曲線によって得られる性質のものである

し　無視できをいとすれば　T-T　関係にもよるがか怒りの誤差を許容することをLには決め

えをいものであろう｡

ところで, JEFFREYS-BULLENの走時表は気象庁の用いているものに比較すれば　　　　　関

係がはるかに直線的であり,したがってTo-T苦の値のばらつきは小さくなるはずである｡しか

し,最大頻度が負に覆ることや,守p/守Sの増加とともにTn-T首二が小さく怒るという傾向は依然

として残るであろう｡ただし, Fig.2にあらわれた傾向だけは　T-T　関係からみて消えそ

うであるが　vp/守Sが震源の深さとともに増加していれば話は別である｡　　　　　　　　.

一般に　T-T　関係から発震時を決めるのは震央距離が小さい範囲においてであるが,この

場合でも誤差は小さく覆るとはいえ,上に述べたようを危険性は依然として残る｡同じ場所にお

いてもT T関係が変化する〔KoH^paTeHKohHepcecoB (1962)〕可能性もあるとすれば問題

はいっそう複雑である｡

ともかく, Fig.3にあらわれたようを関数関係は興味をそそるが,これは単なるみかけ上の

ものであって,現段階では,気象庁のデータを使ってTo-T苔をひとつの物理量として取扱う

ことは難しいようである｡
l
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